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令和７年１２月 

とくしまスマート農業推進プラットフォーム企画会議 



第１ 趣旨 

農業の担い手の減少・高齢化に伴う人手不足が深刻化している中、農業・農村を

持続的に維持・発展させていくためには、ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を活用した

「スマート農業」の実現により、省力化や生産性の向上、高品質な農産物生産を図

っていくことが必要です。また、持続可能な農業の実現のためにも、スマート農業分

野のイノベーションを取り込むことは極めて重要であり、その技術開発、実証、普及

の拡大が急務となっています。 

このため、本県では、国や市町村、関係機関などと連携を一層強化し、地域や個々

の営農状況に応じたスマート農業を推進していく共通の指針として、「とくしまスマー

ト農業推進構想」を策定し、現場のニーズやシーズをくみ取りながらスマート農業普

及の推進と本県農業におけるイノベーション創出を図ります。 

 

第２ 現状と課題 

１. 農業構造の変化 

（１） 農業経営体数と経営耕地面積 

県内の農業経営体数は                                

2000年から 20年間で 3万

人から 1万 5千人に半減し

ています。特に 2015年から

2020年にかけて約 21％減

少、これまでで最も高い減

少率となっています。                                

一方、１経営体当たりの経

営耕地面積は増加し続けて

います。                                農林業センサス 2000～2020 

 



（２） 農業者の年齢構成 

現在、基幹的農業従事者

の平均年齢は 68.3歳であ

り、今後、高齢者のリタイア

により、更なる急速な減少

が見込まれます。 

15年後の基幹的農業従事                                 

者の中心となる層（現在 60

歳未満の層）は、6,502人                    

（22％）程まで減少すること

が予想されます。                             農林業センサス 2015 

 

（３） 農業法人の増加 

農業法人数については平成                            

26年の 224法人から、令和

5年は 326法人と、10年間

で 102法人（46%）増加してい

ます。 

 

（４） 新規就農の状況 

新規就農者数は、令和元年                       

からの５カ年では、毎年、

150人程度の新規就農者

が確保され、一定の人数で

増加しています。 

 

 



２. 分野別の現状  徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本計画より 

（１） 米 

米（飼料用米・稲ＷＣＳ（稲発酵粗                           

飼料）は除く）作付面積は、平成

26年の 13,200haから令和５年は

9,750ha と、10年間で 3,450ha

（26％）減少した。一方、産出額

は、途中増減はあるものの、おお

むね維持されていま

す。                                             

長期的に米価の下落傾向が続いた結果、小規模な生産者や後継者のいない

生産者が持つ条件の悪いほ場を中心に、米が作られなくなっています。 

一方、飼料用米及び稲ＷＣＳの                            

作付面積は、平成 26年の 299ha

から令和５年は 1,254ha と、10年

間で４倍に増加しています。                    

平成 26年に主食用米の価格が

下落したことから、飼料用米及び

稲 WCSへの転換が進みました。

現在、大規模な主食米生産者を

中心に、経営安定のための作付けが定着しています。 

（２） 野菜 

野菜の作付面積は、平成 26年の                            

8,000haから令和５年は 6,719ha

と、10年間で 1,281ha（16％）減少

しています。産出額は、気候によ

る年次差はあるものの、おおむね

維持されています。 

また、消費者ニーズに対応し、「ブロッコリー」、「えだまめ」及び「ねぎ」などは作

付面積が増加しました。一方、出荷調整作業が繁雑な 「ほうれんそう」、「レタ



ス」は、調整作業が簡便な「ブロッコリー」へ転換しています。また、「だいこん」

は、収穫作業の重労働と価格低迷が相まって、栽培面積が減少しています。 

（３） 果樹 

栽培面積は、平成 26年の 3,020ha                           

から令和５年は 1,794ha と、10年

間で 1,226ha（41%）減少していま

す。産出額は、平成 26年の 106

億円から令和５年は 93億円と、10

年間で 13億円（12％）減少してい

ます。 

「みかん」や「うめ」を中心に、生産者の高齢化、離農、担い手不足により、栽培

面積が減少しています。 

 

３. スマート農業の普及 

（１） 普及に向けた現状と課題 

〇 高齢化と労働力不足 

本県の農業従事者は高齢化が進んでおり、若手の後継者が不足しています。 

高齢化に伴い作業効率は低下し、新しい技術の導入や革新的な取り組みが進

みにくい状況が続いています。 

〇 小規模経営が多い 

本県農業は、小規模な家族経営が主流であり、大規模な機械化や効率的な 

生産方法の導入を行う農家は限られています。 

資金や労働力に乏しい小規模農家では、農業生産性の向上のための取り組

みに着手する余裕がないのが現状です。 

 



〇 狭小な農地の点在 

本県の農耕地は、中山間地が多く一区画の農地が狭小です。平坦地でも同様

で、狭小な農地が点在し、大規模で集約された区画の大きい農耕地が少ない

のが特徴です。そのため、大型の農業機械や大区画に適したスマート農業技

術は導入が難しく、生産性向上に制約があります。 

 〇 高額なスマート農機 

高額なスマート農機の導入には、導入コストに見合った収益の増加が必要にな

ります。導入を推進するためには、収量、品質の向上による収入増、あるい

は、経営面積拡大による収益増の確実性を示すことが必要です。 

 〇 高度な技術習得 

生産者には、高度な機器を扱う技術とデータを理解する力、ＩＴリテラシーが求

められます。また、スマート農機の能力を最大限発揮させるための環境整備

や、生産方式の変更が必要です。 

 

（２） 普及により期待される効果 

スマート農業とは、ロボット技術やＩＣＴ等を 活用して超省力・高品質生産を実

現する新たな農業です。 

スマート農業の導入による経済効果は、作業労働時間の削減、作物反収の向

上、経営全体の経営収支の変化が期待されます。  

露地栽培においては、ドローンによる農薬散布や自動水管理を導入することに

より、大きく作業時間を削減することが可能です。 

施設園芸においての環境制御技術の導入は、栽培に最適な環境を創出し、高

品質生産や反収向上を実現することが可能です。 

 

 



第３ 目指す将来像と取組方向 

１. 目指す将来像 

農業者や農業支援サービス事業者が、ＡＩやＩｏＴ、クラウド等のデジタル技術を活

用し、生産物の多収・高品質化や、作業の効率化・省力化を実現し、収益性が高

く、将来にわたり持続可能な経営を行っています。 

スマート農業の導入や地域計画に基づく生産基盤の整備等により、本県の食料

供給力が維持・強化されるとともに、農林水産業が地域経済を支える基幹産業と

して維持発展しています。 

２. 将来像を実現するスマート農業技術 

 技 術 高収益化 超省力化 経営管理 

米 ほ場管理システム   ○ 

ドローン  ○  

田植機（直進アシスト・自動操舵）  ○  

トラクタ（直進アシスト・自動操舵）  ○  

ロボットトラクタ  ○  

収量コンバイン  ○ ○ 

可変施肥 ○   

水管理システム ○ ○  

除草ロボット  ○  

露地野菜 ほ場管理システム ○  ○ 

ドローン  ○  

トラクタ（直進アシスト・自動操舵）  ○  

ロボットトラクタ  ○  

アシストスーツ  ○  

収穫ロボット  ○  

気象観測システム ○   

AI 病害虫診断技術 ○   

施設園芸 環境モニタリング装置 ○   

統合環境制御装置 ○   



自動かん水システム ○ ○  

炭酸ガス発生装置 ○   

AI 病害虫診断技術 ○   

側窓自動開閉装置 ○ ○  

果樹 ドローン  ○  

無人作業車  ○  

アシストスーツ  ○  

スマートグラス ○ ○  

除草ロボット  ○  

産地 出荷予測システム ○  ○ 

栽培指導システム ○  ○ 

 

３. 経営形態別の基本的な方向性 

○ 小規模家族経営農家 

限られた規模で生産性を向上させることにより、生産者所得の維持向上と食糧

安定供給を実現します。 

〇 大規模農業法人 

労働力を技術で補完することにより、規模拡大を実現し、農業経営の向上と農

地の集約、食糧安定供給を担います。 

〇 農業支援サービス事業体 

専門的な技術を有し、農作業を受託することで農業経営を助け、持続可能な農

業を実現します。 

 

 



４. 主な取組方向 

（１） 情報の収集と提供 

県経営推進課は、「とくしまスマート農業推進プラットフォーム」を運用し、スマート

農業技術が地域や個々の営農状況に応じ着実に導入されるよう、農業者等に対

し、スマート農業に関する技術情報や補助事業情報を提供します。更に、農業者

がスマート農業を学ぶ機会やスマート農業支援サービスの情報を入手できる環境

を整備します。 

県農業支援センター、全農及び農協は、栽培講習会等の機会を通じ、農業者に

対して、導入可能なスマート農業技術に関する情報提供を行います。 

（２） 技術の開発・実証・普及 

県研究課は、生産現場の課題を踏まえ、国立研究開発法人、大学及び民間企業

と連携し、本県に適する技術開発や、技術導入に適した栽培体系の研究、開発

及び構築を行います。 

県農業支援センター、農機メーカー、全農及び農協等は、それぞれ連携し、生産

現場での実証展示等により、生産者へスマート農業技術の効果を示すとともに、

技術普及を推進します。 

   県経営推進課は、様々な補助事業の活用を推進し、スマート農機の導入を支援

します。また、農業支援サービス事業体によるスマート農業技術の活用を促進す

るとともに、サービス事業のモデル的取組は、他地域への普及展開を図ります。 

（３） 人材育成 

県農業大学校やアグリチャレンジコースにおいて、農機・資材メーカー・農業コン

サル等と連携し、スマート農業等の先端技術に関する実践的な教育を実施しま

す。 

農業法人協会は、経営セミナー等の開催により、スマート農業技術を活用した強

い経営体を育成します。 

農業会議は、徳島県農業経営・就農支援センターと連携し、専門家を派遣するこ

とで、スマート農業技術の導入による経営改善を支援します。 



県農業支援センターには、スマート農業技術の専門的知識を有する職員を配置

し、地域におけるスマート農業技術を使いこなせる専門人材の育成に努めます。 

県経営推進課は、農業支援サービス事業体の事業立ち上げや規模拡大、専門

的な技術を有するオペレーターの育成を支援し、多様な作業を受託可能な農機

の導入を支援します。 

 

（４） 農業基盤の整備 

県生産基盤課は、営農労力やインフラ管理を省力化・高度化するため、地域計

画に基づく基盤整備を促進し、農地中間管理機構と連携したほ場整備を計画的

に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４ 推進体制 

とくしまスマート農業推進プラットフォームは、スマート農業推進構想の推進主体で

あるとともに、生産現場のニーズをくみ取りながら、それぞれの政策や取組を有機

的に繋げ、関係機関との情報共有と連携により、本県のスマート農業を推進してい

きます。 

 

 

■ 徳島県の農業構造・地域特性を分

析、課題・ニーズの可視化をした上

で、他地域の先進事例を参照しつつ、

本県におけるスマート農業の推進構想

を策定

地域課題把握

スマート農業推進ＰＦ企画会議

スマート農業推進

プラットフォーム

■ スマート農業推進構想策定後の

推進主体となる組織。各分野の政

策や取組が有機的に繋がり、関係

機関や生産者との連携により推進

■ 営農労力やインフラ管

理を省力化、高度化する

ため、地域計画に基づく

基盤整備を農地中間管理

機構と連携して実施情報発信 生産者支援

■ 生産現場の課題を踏ま

え、国立研究開発法人、

大学及び民間企業と連携

し、本県に適する技術開

発や、技術導入に適した

栽培体系の研究、開発、

構築

■ 農機メーカー、全農、

農協等と連携し、生産現

場での実証展示等を実施

し、生産者へスマート技

術の効果を示すととも

に、技術普及を推進

■ 補助事業の活用推進、

スマート農機の導入支援

■ 農業大学校やアグリ

チャレンジコースにおい

て、実践的な教育実施

■ 農業支援センターによ

る技術指導、地域におけ

る専門人材の育成

■ 農業支援サービス事業

体の事業立ち上げや規模

拡大支援

技術開発 実装・普及

政策連携

人材育成 基盤整備
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